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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ．　芳香族イソシアネート成分と、
　Ｂ．　イソシアネート反応性成分との、
　Ｃ．　２５℃で３０００～１２０００ｃｐｓの粘度を有し且つ
　　　（１）　ポリオール成分と
　　　（２）　第二のイソシアネート成分との、イソシアネート指数１０～７０での反応
生成物を含む、ポリウレタンゲル
の存在下での反応生成物を含む単層ポリウレタン軟質フォームであって、前記単層ポリウ
レタン軟質フォームが、前記ポリウレタンゲルからなり且つ前記単層ポリウレタン軟質フ
ォーム内に不均一に分散された複数の凝集されたゲル基材を含み、前記イソシアネート反
応性成分（Ｂ）がポリオールである、前記単層ポリウレタン軟質フォーム。
【請求項２】
　スラブ材の粘弾性記憶単層ポリウレタン軟質フォームまたは高レジリエンスの単層ポリ
ウレタン軟質フォームである、請求項１に記載の単層ポリウレタン軟質フォーム。
【請求項３】
　前記ポリウレタンゲルが、前記単層ポリウレタン軟質フォーム１００質量部あたり３０
質量部までの量で存在する、請求項１または２に記載の単層ポリウレタン軟質フォーム。
【請求項４】
　前記複数の凝集されたゲル基材が、前記単層ポリウレタン軟質フォーム中に不均質なパ
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ターンで不均一に分散されている、請求項１から３までのいずれか１項に記載の単層ポリ
ウレタン軟質フォーム。
【請求項５】
　前記ポリオール成分（１）が、２０～２００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇのヒドロキシル価を有す
るトリオールを含む、請求項１から４までのいずれか１項に記載の単層ポリウレタン軟質
フォーム。
【請求項６】
　前記ポリウレタンゲルが、前記単層ポリウレタン軟質フォーム１００質量部あたり５～
１５質量部の量で存在し、且つ、前記単層ポリウレタン軟質フォームが３０℃未満のガラ
ス転移温度を有する、請求項１または２に記載の単層ポリウレタン軟質フォーム。
【請求項７】
　前記イソシアネート反応性成分（Ｂ）が、複合金属シアン化物触媒の存在下で形成され
るトリオールであり、その際、前記複数の凝集されたゲル基材が前記単層ポリウレタン軟
質フォーム中に不均質なパターンで不均一に分散され、前記ポリウレタンゲルが前記単層
ポリウレタン軟質フォーム１００質量部あたり５～１５質量部の量で存在し、且つ、前記
単層ポリウレタン軟質フォームが３０℃未満のガラス転移温度を有する、請求項１に記載
の単層ポリウレタン軟質フォーム。
【請求項８】
　単層ポリウレタン軟質フォームの形成方法であって、以下の段階
　　（Ｉ）　芳香族イソシアネート成分（Ａ）を提供する段階、
　　（ＩＩ）　イソシアネート反応性成分（Ｂ）を提供する段階、
　　（ＩＩＩ）　ポリウレタンゲル（Ｃ）を提供する段階、および
　　（ＩＶ）　ポリウレタンゲル（Ｃ）と、（Ａ）および（Ｂ）とを混合して、（Ａ）お
よび（Ｂ）が（Ｃ）の存在下で反応して軟質フォームを形成する段階
を含み、ポリウレタンゲル（Ｃ）が２５℃で３０００～１２０００ｃｐｓの粘度を有し、
且つ、ポリオール成分（１）と、第二のイソシアネート成分（２）とのイソシアネート指
数１０～７０での反応生成物を含み、且つ、
　前記単層ポリウレタン軟質フォームが、ポリウレタンゲルからなり且つ前記単層ポリウ
レタン軟質フォーム内に不均一に分散された複数の凝集されたゲル基材を含み、前記イソ
シアネート反応性成分（Ｂ）がポリオールである、前記単層ポリウレタン軟質フォームの
形成方法。
【請求項９】
　前記ポリオール成分（１）が、２０～２００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇのヒドロキシル価を有し
、且つ複合金属シアン化物触媒の存在下で形成されるトリオールを含む、請求項８に記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般に、ポリウレタンゲルを含有する単層軟質フォームに関する。より特定に
は、前記単層軟質フォームは、ポリウレタンゲルから形成され且つ軟質フォーム中に分散
された複数の凝集ゲル基材を含有する。
【０００２】
　背景技術
　特定のフォーム、例えば粘弾性記憶フォームは、ゲル、箔、および／または粒子の層を
含み、それらは触覚特性、例えば硬さ、支持、レジリエンスおよび圧縮耐性を向上するた
めの工夫において使用される。しかしながら、かかるフォームは製造が困難であることが
ある。例えば、かかるフォームはスラブフォームとして製造され、かかるフォームを断片
に切断することは困難であることがある。かかるフォームを費用および時間的に効果的な
方法を使用して成型することも困難である。さらには、フォーミング塊（ｍａｓｓ）を破
損（それによって構造的な結合性が阻害される）ことなく、且つ、例えばフォームの底部
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で、望ましくないゲル、箔および／または粒子の単独の塊を含む生成物を形成することも
なく、ゲル、箔、および／または粒子の層をフォーム内に取り込むことも困難である。従
って、改善されたフォームを開発するための余地が残っている。
【０００３】
　発明の要旨および利点
　本発明は単層軟質フォームを提供する。単層軟質フォームは、典型的には、イソシアネ
ート成分とイソシアネート反応性成分との反応生成物を含む。イソシアネート成分および
イソシアネート反応性成分は、ポリウレタンゲルの存在中で反応する。ポリウレタンゲル
は、２５℃で約３０００～約１２０００ｃｐｓの粘度を有する。ポリウレタンゲルは、ポ
リオール成分と第二のイソシアネート成分との反応生成物も含む。ポリオール成分および
第二のイソシアネート成分は、約１０～約７０のイソシアネート指数で反応する。前記単
層軟質フォームは、ポリウレタンゲルから形成され且つ単層軟質フォーム中に分散された
複数の凝集ゲル基材も含有する。この発明は、単層軟質フォームの形成方法も提供する。
前記方法は、イソシアネート成分（Ａ）を提供する段階、イソシアネート反応性成分（Ｂ
）を提供する段階、ポリウレタンゲル（Ｃ）を提供する段階、およびポリウレタンゲル（
Ｃ）と（Ａ）および（Ｂ）とを混合して、（Ａ）と（Ｂ）とを（Ｃ）の存在中で反応させ
て単層軟質フォームを形成する段階を含む。
【０００４】
　ポリウレタンゲルは、単層軟質フォームが優れた物理的特性、疲労特性、および難燃特
性を保持する一方で、同時に、圧縮永久ひずみを改善し、且つ使用の際の圧点の形成を低
下することを可能にする。ポリウレタンゲルは、時間および費用的に効率の良い手段で、
典型的にはフォーミング塊を破損することなく、単層軟質フォームを製造することも可能
にする。
【０００５】
　本発明は、付属の図面と関連付けて考えられ、以下の詳細な記載を参照することによっ
てより良く理解されるようになるので、本発明の別の利点は容易に理解される。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】図１は、単層のフォームの１つの実施態様の写真であり、ここで、複数の凝集ゲ
ル基材（灰色で着色）は、単層軟質フォーム（白で着色）内に不均質なパターンで分散さ
れている。
【図２】図２は、一連の圧力マッピング、およびそれに応じた凡例を含み、これらは実施
例内に記載される圧力マッピングの代表例である。
【図３】図３は、各々異なるポリウレタンゲルを含む２つの同一の単層軟質フォームのガ
ラス転移温度の線グラフである。Ａ／Ｂゲルは、当業者に理解されるとおりの適切な割合
で共に混合された二成分系における第二のイソシアネート成分およびポリオール成分を用
いて調製される。ＲＭゲルも、当業者に理解されるとおり、Ａ／Ｂゲルと同様の第二のイ
ソシアネート成分およびポリオール成分を含む原材料のレシピを用いて調製される。しか
しながら、ＲＭゲルにおいては、第二のイソシアネート成分およびポリオール成分が一緒
に一回で混合される。ガラス転移温度は、単層軟質フォームにおける質量部でのゲル濃度
の関数として示される。
【図４】図４は、フォーム２、比較用フォーム１、および比較用フォーム３の温度上昇に
関する実施例において記載された代表的なデータの、時間の関数としての線グラフである
。
【０００７】
　発明の詳細な説明
　本発明は、単層軟質フォームおよび前記単層軟質フォームの形成方法を提供する。「単
層軟質フォーム」との用語は、軟質フォームが単層である（例えば単層からなる、または
単層を有する）ことを記述する。換言すれば、単層軟質フォームは、典型的には一体化し
た塊であり、且つ、離散した層に区分けされてはいない。換言すれば、単層軟質フォーム
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は、２つまたはそれより多くの離散した（識別可能な）層を含まない。単層軟質フォーム
は、典型的には上部、底部、および１つまたはそれより多くの側部を有し、上部が第一の
最外表面を定義し、下部が第二の最外表面を定義し、且つ、１つまたはそれより多くの側
部が各々第三のおよび／またはさらなる最外表面を定義する。
【０００８】
　単層軟質フォームは特に限定されず、且つ、さらに粘弾性の単層軟質フォーム、従来的
な単層軟質フォーム、高レジリエンスの単層軟質フォーム、独立気泡の単層軟質フォーム
、連続気泡の単層軟質フォーム、成形された単層軟質フォーム、スラブ材の単層軟質フォ
ーム、および／または上記の組み合わせとして定義されてもよい。同様に、単層軟質フォ
ームはさらに、ポリウレタンの単層軟質フォーム、ポリウレアの単層軟質フォーム、ポリ
マーの単層軟質フォーム、単層軟質フォームゴム、およびその種のものとして定義されて
もよい。１つの実施態様において、単層軟質フォームは、さらに、ポリウレタンの単層軟
質フォームとして定義される。他の実施態様において、単層軟質フォームは、さらに、ポ
リウレアの単層軟質フォームとして定義される。単層の軟質フォームは、スラブ材フォー
ム、バン（ｂｕｎ）等として成形／提供されてよい。単層軟質フォームの限定されない、
様々の適した一般的な例は、Ｐｌｕｒａｃｅｌ（登録商標）ＶＥおよびＰｌｕｒａｃｅｌ
（登録商標）ＨＲを含み、両者はＢＡＳＦ社から市販されている。
【０００９】
　「軟質」フォームとの用語は、当業者によって理解され、且つ、典型的には硬質フォー
ムであると理解されるフォームを除外する。例えば、本発明の軟質フォームは、特に物理
的特性および／またはＡＳＴＭ、ＩＳＯ、および／またはＢＩＦＭＡ標準（または当該技
術分野において認識されている任意の他の標準）によって測定される特色を有し得る。測
定できる且つ／または特徴的な様々な物理的特性の限定されない例は、密度、支持係数（
圧縮弾性率）、空気流、反撥弾性、圧縮弾性率、圧縮永久ひずみ、耐久性、動的疲労、屈
曲疲労、ヒステリシス、押込力たわみ（ＩＦＤ）、復元率、レジリエンス、静疲労、表面
硬さ、引裂強さ、引っ張り強さおよび／または全上下動（ＴＶＭ）を含む。本発明の軟質
フォームは、上述の物理的特性のいくつかを有し、且つ他は有さなくてもよい。同様に、
様々な実施態様において、本発明の軟質フォームは、当業者によって、１つまたはそれよ
り多くの上述の物理的特性の測定に基づき、理解または識別できる。
【００１０】
　単層軟質フォームは、物理的特性に関して特に限定されない。様々な実施態様において
、単層軟質フォームは、例えば図３において、ガラス転移温度（Ｔg）３０、２５、２０
、１５、１０、９、８、７、６、５、４、３、２、１．５または１℃未満を有する。選択
的に、単層軟質フォームは、上記の１つまたはそれより多くの値の間のガラス転移温度を
有するとして記載され得る。単層軟質フォームは、実施例の１つまたはそれより多くの表
内に記載されるような、および／または上記の±１、２、３、４、５、１０、１５、２０
＋％等の１つまたはそれより多くの物理的特性を有することができることも考えられる。
しかしながら、実施例の１つまたはそれより多くの表内に示される物理的特性は、必須で
はなく、且つ、この発明を限定することは意図されていない。
【００１１】
　典型的には、単層軟質フォームは、イソシアネート成分（Ａ）と、イソシアネート反応
性成分（Ｂ）とが、ポリウレタンゲル（Ｃ）の存在下で反応した反応生成物である、それ
らを含む、本質的にそれらからなる、またはそれらからなる。「本質的に～なる」との用
語は、単層軟質フォームが、（Ｃ）の存在中での（Ａ）と（Ｂ）との反応によって形成さ
れないポリマーを含まない実施態様を記載する。（Ａ）、（Ｂ）および（Ｃ）の各々は、
以下により詳細に記載される。
【００１２】
　１つの実施態様において、単層軟質フォームは、当該技術分野において公知のとおり、
１つまたはそれより多くの上述の種類の上記フォーム、例えばポリウレアフォーム、ポリ
マーフォーム、軟質フォームゴム等を形成するための、１つまたはそれより多くの有機モ
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ノマー、ポリマー、プレポリマー等の反応生成物であることができる、それらを含むこと
ができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからなることができると
考えられる。それらの様々なモノマー、ポリマー、プレポリマー等は、簡潔にするために
ここでは記載されないが、それにもかかわらず、当業者は使用のために考慮し且つ選択す
ることができる。これらの実施態様において、１つまたはそれより多くの有機モノマー、
ポリマー、プレポリマー等は、典型的にはポリウレタンゲル（Ｃ）の存在中で反応する。
「本質的に～なる」との用語は、単層軟質フォームが、上記の有機モノマー、ポリマー、
プレポリマー等の１つまたはそれより多くの反応によって形成されないポリマーを含まな
い実施態様を記載する。
【００１３】
　（Ａ） イソシアネート成分：
　イソシアネート成分（Ａ）は、単独のイソシアネート、または２つまたはそれより多く
のイソシアネートの組み合わせであることができる、それらを含むことができる、本質的
にそれらからなることができる、またはそれらからなることができる。任意のイソシアネ
ートは、さらに、通常のイソシアネート、ポリイソシアネート、イソシアネートおよびポ
リイソシアネートのビウレット、イソシアネートおよびポリイソシアネートのイソシアヌ
レート、およびそれらの組み合わせとして定義できる。１つの実施態様において、イソシ
アネート成分（Ａ）は、ｎ官能性イソシアネートである、それを含む、本質的にそれから
なる、またはそれからなる。この実施態様において、ｎは典型的には２～８、２～７、２
～６、２～５、２～４、２～３、３～８、３～７、３～６、３～５、３～４、４～８、４
～７、４～６、４～５、５～８、５～７、５～６、６～８、６～７、または７～８の数で
ある。ｎは整数であってよいか、または任意の上述の範囲内の２～８の中間の値を有して
もよいことが理解されるべきである。イソシアネート成分（Ａ）は、選択的に、芳香族イ
ソシアネート、脂肪族イソシアネートおよびそれらの組み合わせの群から選択されるイソ
シアネートであることができる、それらを含むことができる、本質的にそれらからなるこ
とができる、またはそれらからなることができる。１つの実施態様において、イソシアネ
ート成分（Ａ）は、脂肪族イソシアネートである、それを含む、本質的にそれからなる、
またはそれからなる。イソシアネート成分（Ａ）は、変性された多価の脂肪族イソシアネ
ート、即ち、脂肪族ジイソシアネートおよび／または脂肪族ポリイソシアネートの化学反
応によって得られた生成物であることができる、それを含むことができる、本質的にそれ
からなることができる、またはそれからなることができる。イソシアネート成分（Ａ）は
、ウレア、ビウレット、アロファネート、カルボジイミド、ウレトンイミン、イソシアヌ
レート、ウレタン基、ダイマー、トリマーおよびそれらの組み合わせであることができる
、それを含むことができる、本質的にそれからなることができる、またはそれからなるこ
とができる、またはそれらから形成され得る。イソシアネート成分（Ａ）は、個々にまた
はポリオキシアルキレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、
ポリオキシエチレングリコール、ポリオキシプロピレングリコール、ポリオキシプロピレ
ンポリオキシエチレングリコール、ポリエステロール（ｐｏｌｙｅｓｔｅｒｏｌｓ）、ポ
リカプロラクトン、およびそれらの組み合わせとの反応生成物において用いられる変性ジ
イソシアネートであることができる、それを含むことができる、本質的にそれからなるこ
とができる、またはそれからなることができるが、それに限定されない。
【００１４】
　選択的に、イソシアネート成分（Ａ）は、芳香族イソシアネートであることができる、
それを含むことができる、本質的にそれからなることができる、またはそれからなること
ができる。芳香族イソシアネートは、式Ｒ’（ＮＣＯ）zに相応してよく、前記Ｒ’は芳
香族であり、且つｚはＲ’の原子価に相応する整数である。典型的には、ｚは少なくとも
２である。イソシアネート成分（Ａ）は、テトラメチルキシリレンジイソシアネート（Ｔ
ＭＸＤＩ）、１，４－ジイソシアナトベンゼン、１，３－ジイソシアナト－ｏ－キシレン
、１，３－ジイソシアナト－ｐ－キシレン、１，３－ジイソシアナト－ｍ－キシレン、２
，４－ジイソシアナト－１－クロロベンゼン、２，４－ジイソシアナト－１－ニトロベン
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ゼン、２，５－ジイソシアナト－１－ニトロベンゼン、ｍ－フェニレンジイソシアネート
、ｐ－フェニレンジイソシアネート、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トル
エンジイソシアネート、２，４－トルエンジイソシアネートと２，６－トルエンジイソシ
アネートとの混合物、１，５－ナフタレンジイソシアネート、１－メトキシ－２，４－フ
ェニレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４’－
ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ビフェニレンジイソシアネート、３，３
’－ジメチル－４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、３，３’－ジメチルジフ
ェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、トリイソシアネート、例えば４，４’，４
’’－トリフェニルメタントリイソシアネートポリメチレンポリフェニレンポリイソシア
ネートおよび２，４，６－トルエントリイソシアネート、テトライソシアネート、例えば
４，４’－ジメチル－２，２’－５，５’－ジフェニルメタンテトライソシアネート、ト
ルエンジイソシアネート、２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４’－ジ
フェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ポリ
メチレンポリフェニレンポリイソシアネート、それらの相応の異性体混合物、およびそれ
らの組み合わせであることができる、それらを含むことができる、本質的にそれらからな
ることができる、またはそれらからなることができるが、それらに限定されない。選択的
に、芳香族イソシアネートは、ｍ－ＴＭＸＤＩおよび１，１，１－トリメチロールプロパ
ンのトリイソシアネート生成物、トルエンジイソシアネートおよび１，１，１－トリメチ
ロールプロパンの反応生成物、およびそれらの組み合わせであることができる、それらを
含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからなることが
できる。
【００１５】
　１つの実施態様において、イソシアネート成分（Ａ）は、従来の脂肪族、脂環式、芳香
脂肪族および芳香族イソシアネートである、それらを含む、本質的にそれらからなる、ま
たはそれらからなるとして、さらに定義される。他の実施態様において、イソシアネート
成分（Ａ）は、ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、ポリマーのジフェニルメ
タンジイソシアネート（ＰＭＤＩ）、およびそれらの組み合わせの群から選択されるイソ
シアネートである、それらを含む、本質的にそれらからなる、またはそれらからなる。ポ
リマーのジフェニルメタンジイソシアネートは、当該技術分野において、ポリメチレンポ
リフェニレンポリイソシアネートとも称される。他の実施態様において、イソシアネート
成分（Ａ）は、乳化性ＭＤＩ（ｅＭＤＩ）である、それを含む、本質的にそれからなる、
またはそれからなる。他の適したイソシアネートの例は、トルエンジイソシアネート（Ｔ
ＤＩ）、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（Ｉ
ＰＤＩ）、ナフタレンジイソシアネート（ＮＤＩ）、およびそれらの組み合わせであるこ
とができる、それらを含むことができる、本質的にそれらからなることができる、または
それらからなることができるが、それらに限定されない。
【００１６】
　特定の実施態様において、イソシアネート成分（Ａ）は、イソシアネート末端化プレポ
リマーである、それを含む、本質的にそれからなる、またはそれからなる。イソシアネー
ト末端化プレポリマーは、典型的には、イソシアネートおよびポリオールおよび／または
ポリアミンの反応生成物である。イソシアネート成分（Ａ）は、選択的に、ポリウレタン
またはポリウレア分野の当業者によって理解される任意の種類のイソシアネート、例えば
上記で記載され且つ例示されたポリイソシアネートの１つであることができる、それらを
含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからなることが
できる。適したイソシアネートの特定の限定されない例は、ＢＡＳＦ社（Ｆｌｏｒｈａｍ
　Ｐａｒｋ、ＮＪ）から商品名ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）として市販されているも
の、例えばＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　Ｍ、ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　Ｍ
Ｉ、ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　ＭＭ１０３、ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　
Ｍ２０ＳＢ、ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　Ｍ２０ＨＢ、およびＬＵＰＲＡＮＡＴＥ
（登録商標）　Ｍ２０ＦＢ、ＬＵＰＲＡＮＡＴＥ（登録商標）　２８０、およびＬＵＰＲ
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ＡＮＡＴＥ（登録商標）　Ｔ－８０　ＴＤＩイソシアネートである。イソシアネート成分
（Ａ）は、上述のイソシアネートおよび／またはイソシアネート末端化プレポリマーの任
意の組み合わせであることができる、それらを含むことができる、本質的にそれらからな
ることができる、またはそれらからなることができることが理解されるべきである。イソ
シアネート成分（Ａ）は、任意の％のＮＣＯ含有率および任意の粘度を有するとして記載
できる。
【００１７】
　イソシアネート成分（Ａ）は、当業者によって決定される任意の量でイソシアネート反
応性成分（Ｂ）と反応することもできる。イソシアネート成分（Ａ）およびイソシアネー
ト反応性成分（Ｂ）は、典型的にはイソシアネート指数３０～１５０、４０～１３０、５
０～１２０、６０～１１０、７０～１００、８０～９０、７０～９０、７５～８５、８５
～９５、８０～９０、または７５～９５で反応される。上記の段落で使用された「本質的
に～からなる」との用語は、典型的には、イソシアネート成分（Ａ）がポリマー、例えば
イソシアネートではないポリマーを含まないことがある、ポリオールを含まないことがあ
る、等を記述する。
【００１８】
　（Ｂ） イソシアネート反応性成分：
　イソシアネート反応性成分（Ｂ）は、特に限定されず、且つ、ポリオール、アミン、ア
ルコールまたは当該技術分野においてイソシアネート成分（Ａ）と反応して単層軟質フォ
ームを形成することが知られている任意の他の成分である、それらを含む、本質的にそれ
らからなる、またはそれらからなるとして、さらに定義できる。１つの実施態様において
、イソシアネート反応性成分（Ｂ）は、ポリオールとしてさらに定義される。他の実施態
様において、イソシアネート反応性成分（Ｂ）は、アミンとしてさらに定義される。イソ
シアネート反応性成分（Ｂ）を、限定されずにＤＭＣ触媒を含む、当該技術分野において
公知の任意の方法を使用して形成できる。
【００１９】
　ポリオールおよび／またはアミンも、特に限定されず、且つ、任意の開始剤から形成で
き、且つ、任意の官能性を有することができる。様々な実施態様において、ポリオールお
よび／またはアミンは、２、３、４、５、６、７または８官能性の開始剤から形成される
。適した開始剤の限定されない様々な例は、複数の活性水素原子を含み、且つ、水、ブタ
ンジオール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、ジプロピレングリコール、エタノールアミン、ジエタノールアミン
、トリエタノールアミン、トルエンジアミン、ジエチルトルエンジアミン、フェニルジア
ミン、ジフェニルメタンジアミン、エチレンジアミン、シクロヘキサンジアミン、シクロ
ヘキサンジメタノール、レゾルシノール、ビスフェノールＡ、グリセロール、トリメチロ
ールプロパン、１，２，６－ヘキサントリオール、ペンタエリトリトール、およびそれら
の組み合わせである、それらを含む、本質的にそれらからなる、またはそれらからなる。
１つの実施態様において、ポリオールはさらに、トリオールとして定義され、且つ、開始
剤、例えば限定されずにグリセリン、トリメチロールプロパン、およびその種のものから
形成され得る。１つの実施態様において、ポリオールはさらに、ヒドロキシル価２０～２
００、２５～１９０、３０～１８０、４０～１７０、５０～１６０、６０～１５０、７０
～１４０、８０～１３０、９０～１２０または１００～１１０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇを有する
として定義できる。
【００２０】
　他の実施態様において、イソシアネート反応性成分（Ｂ）は、さらに、ポリエステルポ
リオール、ポリエーテルポリオール、ポリエーテル／エステルポリオール、またはそれら
の組み合わせである、それらを含む、本質的にそれらからなる、またはそれらからなると
して定義される。ポリオールは、限定されずに脂肪族ポリオール、脂環式ポリオール、芳
香族ポリオール、複素環式ポリオール、グラフトポリオール、およびそれらの組み合わせ
の群から選択できる。適したポリオールのより特定の例は、限定されずに、プロピレング
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リコール、スクロース開始ポリオール、スクロース／グリセリン開始ポリオール、トリメ
チロールプロパン開始ポリオール、バイオポリオール、およびそれらの組み合わせの群か
ら選択される。
【００２１】
　適したポリエーテルポリオールは、環式の酸化物、例えばエチレンオキシド（ＥＯ）、
プロピレンオキシド（ＰＯ）、ブチレンオキシド（ＢＯ）またはテトラヒドロフランを、
１つまたはそれより多くの開始剤の存在中で重合させることによって得られた生成物であ
ることができる、それらを含むことができる、本質的にそれらからなることができる、ま
たはそれらからなることができるが、それらに限定されない。適した開始剤は、上述のも
のを含むが、それらに限定されない。
【００２２】
　他の適したポリエーテルポリオールは、エチレンおよびプロピレンオキシドを二官能性
または三官能性の開始剤に同時または連続的に添加することによって得られる、ポリエー
テルジオールおよびトリオール、例えばポリプロピレンジオールおよびトリオール、およ
びポリ（オキシエチレン－オキシプロピレン）ジオールおよびトリオールであることがで
きる、それらを含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれら
からなることができる。ポリオール成分の質量に対して約５～約９０質量％のオキシエチ
レン含有率を有するコポリマーも使用でき、前記ポリオールはブロックコポリマー、ラン
ダム／ブロックコポリマーまたはランダムコポリマーであってよい。さらに他の適したポ
リエーテルポリオールは、テトラヒドロフランの重合によって得られるポリテトラメチレ
ングリコールを含む。
【００２３】
　適したポリエステルポリオールは、多価アルコール、例えばエチレングリコール、プロ
ピレングリコール、ジエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリ
コール、１，６－ヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、グリセロール、トリ
メチロールプロパン、ペンタエリトリトールまたはポリエーテルポリオールまたはかかる
多価アルコールの混合物と、ポリカルボン酸、特にジカルボン酸またはそれらのエステル
形成誘導体、例えばコハク酸、グルタル酸およびアジピン酸またはそれらのジメチルエス
テル、セバシン酸、フタル酸無水物、テトラクロロフタル酸無水物、またはジメチルテレ
フタレートまたはそれらの混合物とのヒドロキシル末端化反応生成物であることができる
、それらを含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらから
なることができるが、それらに限定されない。ポリオールと共に、ラクトン、例えばカプ
ロラクトンの重合、またはヒドロキシカルボン酸、例えばヒドロキシカプロン酸の重合に
よって得られたポリエステルポリオールも使用できる。
【００２４】
　適したポリエステルアミドポリオールは、アミノアルコール、例えばエタノールアミン
をポリエステル混合物中に入れることによって得ることができる。適したポリチオエーテ
ルポリオールは、チオジグリコールエーテル単独で、または他のグリコール、アルキレン
オキシド、ジカルボン酸、ホルムアルデヒド、アミノアルコールまたはアミノカルボン酸
と共に縮合させることによって得られる生成物であることができる、それらを含むことが
できる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからなることができる。適
したポリカーボネートポリオールは、ジオール例えば１，３－プロパンジオール、１，４
－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコールまたはテトラエチ
レングリコールと、ジアリールカーボネート、例えばジフェニルカーボネートまたはホス
ゲンとを反応させることによって得られる生成物を含む、または該生成物である。適した
ポリアセタールポリオールは、グリコール、例えばジエチレングリコール、トリエチレン
グリコールまたはヘキサンジオールと、ホルムアルデヒドとを反応させることによって調
製されるものを含む、またはそれらである。他の適したポリアセタールポリオールは、環
式アセタールを重合することによって調製することもできる。適したポリオレフィンポリ
オールは、ヒドロキシ末端化ブタジエンホモポリマーおよびコポリマーであることができ



(9) JP 6558898 B2 2019.8.14

10

20

30

40

50

る、それらを含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらか
らなることができ、且つ、適したポリシロキサンポリオールは、ポリジメチルシロキサン
ジオールおよびトリオールを含む。
【００２５】
　特定の実施態様において、ポリオールはさらに、天然油のポリオール（ＮＯＰ）として
定義される。これらの実施態様において、ポリオールは石油に基づくポリオール、即ち、
石油生成物および／または石油副生成物から誘導されるポリオールではない。ＮＯＰは、
典型的には当該技術分野で理解される天然油から誘導され、最も典型的には、植物油また
は堅果油から誘導される。適した天然油の例は、ひまし油、および大豆油、なたね油、や
し油、落花生油、キャノーラ油等から誘導されるＮＯＰであることができる、それらを含
むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからなることがで
きるが、それらに限定されない。かかる天然油を用いることは、環境フットプリントを減
少するために有用であり得る。上記の段落において、「本質的に～なる」との用語は、典
型的には、イソシアネート反応性成分（Ｂ）および／または開始剤等が、それらと（Ａ）
との反応性に影響し得るさらなるモノマーまたはポリマーを含まないことを記載する。
【００２６】
　上記で始めに記載されたとおり、典型的にはイソシアネート成分（Ａ）およびイソシア
ネート反応性成分（Ｂ）が、ポリウレタンゲル（Ｃ）の存在下で反応して、単層軟質フォ
ームが形成される。（Ａ）および（Ｂ）は、任意の公知のメカニズムによって反応するこ
とができる。最も典型的には、（Ａ）および（Ｂ）は、ポリウレタンおよび／またはポリ
ウレア形成反応において反応する。しかしながら、（Ａ）および（Ｂ）は当該技術分野で
任意の他のメカニズム、例えばイソシアネート反応性メカニズムによって反応することが
できる。
【００２７】
　（Ｃ） ポリウレタンゲル
　ここで、ポリウレタンゲル（Ｃ）に関して、このゲルは、典型的にはポリオール成分（
１）と、第二のイソシアネート成分（２）との反応生成物である。他の実施態様において
は、ポリウレタンゲル（Ｃ）は、（１）および（２）の反応性生成物であることができる
、それを含むことができる、本質的にそれからなることができる、またはそれからなるこ
とができる。「本質的に～なる」との用語は、典型的には、（Ｃ）が他のモノマーおよび
／またはポリマーの反応生成物を含まないことを記載する。
【００２８】
　ポリオール成分（１）は、上述のイソシアネート反応性成分（Ｂ）と同一であっても、
異なっていてもよい。同様に、第二のイソシアネート成分（２）は、上述の（第一の）イ
ソシアネート成分（Ａ）と同一であっても、異なっていてもよい。しかしながら、ポリオ
ール成分（１）も、第二のイソシアネート成分（２）も、特に限定されず、且つ、当該技
術分野において公知の任意のものであってよい。１つの実施態様において、ポリオール成
分（１）は、Ｐｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）　４１５６、Ｅｌａｓｔｏｐａｎ（登録商標
）　Ｓ４０６５０Ｒおよび／またはＥｌａｓｔｏｐａｎ（登録商標）　Ｓ４０６５７Ｒ（
各々、ＢＡＳＦ社から市販されている）であるか、またはそれらを含む。他の実施態様に
おいて、第二のイソシアネート成分（２）は、Ｌｕｐｒａｎａｔｅ（登録商標）　２８０
、Ｅｌａｓｔｏｐａｎ（登録商標）　Ｓ４０６４１Ｔイソシアネート、および／またはＥ
ｌａｓｔｏｐａｎ（登録商標）　Ｓ４０６４２Ｔ　イソシアネート（各々、ＢＡＳＦ社か
ら市販されている）であるか、またはそれらを含む。
【００２９】
　ポリオール成分（１）および第二のイソシアネート成分（２）は、典型的には、イソシ
アネート指数約１０～約７０で反応して、ポリウレタン（Ｃ）を形成する。他の実施態様
において、イソシアネート指数は、約１５～約６５、約２０～約６０、約２５～約５５、
約３０～約５０、約３５～約４５、または約４０～約４５である。様々な実施態様におい
て、イソシアネート指数は、約２５～約６０、約２５～約５０、または約３０～約４５と
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してさらに定義される。
【００３０】
　ポリウレタンゲル（Ｃ）は、さらに、完全に反応または硬化されているとして定義する
こともできる。例えば、（１）の全体の量（例えば９５、９６、９７、９８、９９または
９９＋％）は、追加的な独立反応が生じないように、（２）の全体の量と反応することが
できる。選択的に、ポリウレタンゲル（Ｃ）は、さらに、（１）と（２）との部分的また
は不完全な反応生成物として記載することができる。このシナリオにおいては、（１）お
よび／または（２）の過剰量が、ポリウレタンゲル（Ｃ）中に存在することができる。こ
のシナリオにおいては、ポリウレタンゲル（Ｃ）は、部分的に反応された、または部分的
に硬化されたとして記載できると考えられる。
【００３１】
　ポリウレタンゲル（Ｃ）が、過剰量の（１）および／または（２）を含み、その際、（
１）および（２）の１つまたは両方が、反応および単層軟質フォーム形成の間に（Ａ）お
よび／または（Ｂ）と部分的に反応できることも考えられる。換言すれば、過剰量の（１
）および／または（２）がポリウレタンゲル（Ｃ）中に存在する場合、（Ａ）および／ま
たは（Ｂ）との反応を介して、ポリウレタンゲル（Ｃ）の一部が単層軟質フォームへと反
応する、例えば、おそらく架橋を介して単層軟質フォームのウレタンまたはウレアマトリ
ックスへと反応する。選択的に、過剰量の（１）および／または（２）がポリウレタンフ
ォーム（Ｃ）中に存在する場合であっても、組み込みまたは架橋が生じないこともある。
換言すれば、過剰量の（１）および／または（２）がある場合であっても、（１）および
／または（２）と、（Ａ）および／または（Ｂ）との識別可能な反応が生じないこともあ
り得る。
【００３２】
　ポリウレタンゲル（Ｃ）は、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｓｃｏｍｅ
ｔｅｒを使用し、＃６３スピンドルを用いて測定する際に、典型的には２５℃で約３００
０～約１２０００ｃｐｓの粘度を有する。選択的に、（Ｃ）は、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　
Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｓｃｏｍｅｔｅｒを使用し、＃６３スピンドルを用いて測定する際
に、２５℃で約４０００～約１１０００、約５０００～約１００００、約６０００～約９
０００、または約７０００～約８０００ｃｐｓの粘度を有することができる。１つの実施
態様において、ポリウレタンゲルは、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｓｃ
ｏｍｅｔｅｒを使用し、＃６３スピンドルを用いた際に、２５℃で約３０００～約１２０
００ｃｐｓの粘度を有する粘性液体として記載することができることも考えられる。特定
の理論に限定されることを意図するものではないが、１つの実施態様において、ポリウレ
タンゲルを、最終（最後の）形態の物理状態を変更するために変性された液体中に懸濁さ
れた固相ネットワークとしてさらに定義することができる。選択的に、ポリウレタンゲル
を、視覚的に、濃厚な液体、粘着性のペースト、柔らかいゴム質の形態、または強くて弾
力性のある材料に似ているとして記載することができる。
【００３３】
　ポリウレタンゲル（Ｃ）は、単層軟質フォーム中に任意の量で存在できる。しかしなが
ら、様々な実施態様において、（Ｃ）は単層軟質フォーム１００質量部あたり、約３０質
量部まで、約２５質量部まで、約２０質量部まで、約１５質量部まで、約１０質量部まで
、または約５質量部までの量で存在する。他の実施態様において、ポリウレタンゲル（Ｃ
）は、単層軟質フォーム中に、単層軟質フォーム１００質量部あたり、約０．０１～約３
０質量部、約１～約５質量部、約５～約１０質量部、約５～約３０質量部、約８～約２５
質量部、または約１０～約２０質量部の量で存在する。上述の量の間の全ての値および値
の範囲も、本願において明示的に考えられている。
【００３４】
　典型的には、ポリウレタンゲル（Ｃ）は、単層軟質フォーム中に均質に分散されていな
いが、そうであってもよい。換言すれば、ポリウレタンゲル（Ｃ）は、典型的には単層軟
質フォーム中で不均一に粒分散されている。１つの実施態様において、ポリウレタンゲル
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（Ｃ）は、単層軟質フォームから区別される。前記単層軟質フォームは、典型的にはポリ
ウレタンゲル（Ｃ）から形成され且つ単層軟質フォーム中に分散された複数の凝集ゲル基
材を含有する。「ゲル基材」との用語は、典型的には一連のゲル粒子および／またはゲル
分子の集合を記載する。「凝集された」との用語は、典型的には、ゲル基材が集合された
群で配置され、且つ単層軟質フォーム中のいたるところでランダムに分散していないこと
を記載する。ポリウレタンゲル（Ｃ）および／またはゲル基材は、共に凝集されていてよ
く、且つ、ゲル、ゲル基材および／または凝集物が、単層軟質フォーム中に渦巻き型のパ
ターンで分散していてよいと考えられる。選択的に、ポリウレタンゲル（Ｃ）、ゲル基材
および／または凝集物は、さらに、不均質なパターン、うず型パターン、リボン型パター
ン、マーブル型パターン、スパイラル型パターン、コイル型パターン、カール型パターン
、ツイストパターン、ループパターン、ヘリックスパターン、サーペンタインパターン、
シヌソイドパターン、巻きパターン、および／またはランダムパターン、およびその種の
ものとして記載され得るパターンで、単層軟質フォーム中に分散していてよい。選択的に
、ポリウレタンゲル（Ｃ）、ゲル基材、および／または凝集物は、幾何学的および／また
は左右対称のパターンで、勾配のあるパターンで、および／またはブロックのパターンで
、およびその種のもので、単層軟質フォーム中に分散されていてよいと考えられる。１つ
の実施態様において、ポリウレタンゲル（Ｃ）、ゲル、ゲル基材および／または凝集物は
、単層軟質フォームの特定の領域内に配置され、単層軟質フォームの他の領域には存在し
ない。適したパターンの１つの限定されない選択肢を図１に示す。
　　
【００３５】
　単層軟質フォームは、１つより多くの種類のポリウレタンゲル基材を含まなくてもよい
とも考えられる。換言すれば、単層軟質フォームは、上述のポリウレタンゲル基材を、他
のゲル基材を除外して含むことができる。
【００３６】
　添加剤：
　単層軟質フォームおよび／またはポリウレタンゲル（Ｃ）は、１つまたはそれより多く
の添加剤の存在下で形成できるか、または１つまたはそれより多くの添加剤を含まなくて
もよい。１つまたはそれより多くの添加剤を、連鎖延長剤、圧縮後のフォームの復元に影
響するために使用される復元添加剤、消泡剤、加工添加剤、可塑剤、連鎖停止剤、表面活
性剤、付着促進剤、難燃剤、酸化防止剤、水捕捉剤、フュームドシリカ、染料、紫外線安
定剤、充填材、チキソトロープ剤、シリコーン、遷移金属、触媒、発泡剤、界面活性剤、
架橋剤、不活性希釈剤、およびそれらの組み合わせの群から選択できる。１つまたはそれ
より多くの添加剤は、当業者によって望まれる任意の量で含有されてよい。
【００３７】
　１つまたはそれより多くの添加剤はアミンを含んでよい。１つまたはそれより多くの添
加剤は、選択的に、樹脂組成物を安定化するための界面活性剤を含むことができる。界面
活性剤は、アニオン性、カチオン性または非イオン性界面活性剤であってよいか、または
１つまたはそれより多くの界面活性剤、例えば気泡の大きさを制御するために使用できる
単層軟質フォームの界面活性剤の混合物を含むことができる。さらには、１つまたはそれ
より多くの添加剤は、発泡剤および／または発泡触媒を含むことができる。さらには、１
つまたはそれより多くの添加剤は、ゲル化触媒も含むことができる。他の実施態様におい
て、１つまたはそれより多くの添加剤は、非フタレート系可塑剤を含む。
【００３８】
　様々な実施態様において、スズ触媒、アミン触媒、またはかかる触媒の組み合わせが使
用される。有機金属触媒、例えばスズ、鉄、鉛、ビスマス、水銀、チタン、ハフニウムお
よび／またはジルコニウム触媒を使用できることも考えられる。限定されない適したスズ
触媒は、有機カルボン酸のスズ（ＩＩ）塩、例えば酢酸スズ（ＩＩ）、オクタン酸スズ（
ＩＩ）、エチルヘキサン酸スズ（ＩＩ）、およびラウリン酸スズ（ＩＩ）を含む。１つの
実施態様において、有機金属触媒はジブチルスズジラウレートを含み、それは有機カルボ
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ン酸のジアルキルスズ（ＩＶ）塩である。有機金属触媒は、有機カルボン酸の他のジアル
キルスズ（ＩＶ）塩、例えばジブチルスズジアセテート、ジブチルスズマレエート、およ
びジオクチルスズジアセテートも含むことができる。
【００３９】
　限定されない他の適した触媒の例は、塩化鉄（ＩＩ）、塩化亜鉛、オクタン酸鉛、トリ
ス（ジアルキルアミノアルキル）－ｓ－ヘキサヒドロトリアジン、例えば、限定されずに
、トリス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル）－ｓ－ヘキサヒドロトリアジン、テトラア
ルキルアンモニウム水酸化物、例えば、限定されずに、テトラメチルアンモニウム水酸化
物、アルカリ金属水酸化物、例えば、限定されずに、水酸化ナトリウムおよび水酸化カリ
ウム、アルカリ金属アルコキシド、例えば、限定されずに、ナトリウムメトキシドおよび
カリウムイソプロポキシド、および１０～２０個の炭素原子および／またはＯＨ側基を有
する長鎖脂肪酸のアルカリ金属塩を含む。さらなる適した触媒は、三量化触媒、例えばＮ
，Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルヘキサヒドロトリアジン、カリウム、酢酸カリウム、
Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルイソプロピルアミン／ギ酸塩およびそれらの組み合わせを含む。
適した触媒のさらなる例は、三級アミン触媒、例えばジメチルアミノエタノール、ジメチ
ルアミノエトキシエタノール、トリエチルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルエ
チレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’
－ペンタメチルジプロピレントリアミン、トリス（ジメチルアミノプロピル）アミン、Ｎ
，Ｎ－ジメチルピペラジン、テトラメチルイミノ－ビス（プロピルアミン）、ジメチルベ
ンジルアミン、トリメチルアミン、トリエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルエタノール
アミン、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－メチルモルホリン、Ｎ－エチルモルホリン、ビス（
２－ジメチルアミノ－エチル）エーテル、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミン（ＤＭ
ＣＨＡ）、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’－ペンタメチルジエチレントリアミン、１，２－
ジメチルイミダゾール、３－（ジメチルアミノ）プロピルイミダゾール、およびそれらの
組み合わせを含む。
【００４０】
　様々な実施態様において、添加剤は、着色剤、例えばリアクティント（ｒｅａｃｔｉｎ
ｔ）、顔料、および／または染料を含む。前記着色剤は、液体または粉末化された形態で
使用できる。前記着色剤は、任意の色、例えば白、黒、赤、緑、青、黄色、緑、茶色等の
ものであってよい。着色剤の様々な配合物を使用して、異なる色、色の強度、および影を
単層軟質フォームおよび／またはポリウレタンゲル（Ｃ）に付与することができる。
【００４１】
　単層軟質フォームの形成方法：
　この発明は、単層軟質フォームの形成方法も提供する。前記方法は、イソシアネート成
分（Ａ）を提供する段階、イソシアネート反応性成分（Ｂ）を提供する段階、ポリウレタ
ンゲル（Ｃ）を提供する段階、およびポリウレタンゲル（Ｃ）と、（Ａ）および（Ｂ）と
を混合して、（Ａ）と（Ｂ）とを（Ｃ）の存在中で反応させて単層軟質フォームを形成す
る段階を含むことができる、本質的にそれらからなることができる、またはそれらからな
ることができる。（Ａ）、（Ｂ）および／または（Ｃ）を提供する段階は特に限定されな
い。１つまたは複数を、噴霧、流し込みおよびその種のものを介してもたらすことができ
る。同様に、（Ａ）、（Ｂ）および（Ｃ）を、当該技術分野で公知の任意の方法を使用し
て組み合わせることができる。１つの実施態様においては、（Ｃ）を１つまたはそれより
多くのポンプを介して（Ａ）もしくは（Ｂ）、または（Ａ）と（Ｂ）との混合物に、反応
器内で添加する。他の実施態様において、（Ａ）、（Ｂ）および／または（Ｃ）は、全て
の混合技術、波技術、マーブル／渦巻き技術、および／または定位置で注ぐ技術を使用し
て提供および／または混合される。該方法は、上述された段階のみを含んでもよいか、ま
たは当業者によって選択される１つまたはそれより多くの追加的な段階を含んでもよい。
【００４２】
　実施例
　一連の単層軟質フォーム（（本発明の）フォーム１～５）が、本発明に従って形成され
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、且つ、この発明のポリウレタンゲルを含む。２つの比較用の単層軟質フォーム（比較用
フォーム１および２）も形成されたが、この発明のポリウレタンゲルは含まれない。より
特定には、フォーム１～５の各々および比較用フォーム１および２は、以下の表１に示さ
れる成分を使用して形成され、前記表中、全ての値は特段記載されない限り、概算の重量
部である。
【００４３】
【表１】

【００４４】
　ポリオール１は、ＢＡＳＦ社から市販されているＰｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）２１０
０である。
【００４５】
　ポリオール２は、ＢＡＳＦ社から市販されているＰｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）３４２
４である。
【００４６】
　ポリオール３は、ＢＡＳＦ社から市販されているＰｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）５９３
である。
【００４７】
　ポリオール４は、ＢＡＳＦ社から市販されているＰｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）５１３
２である。
【００４８】
　ポリオール５は、ＢＡＳＦ社から市販されているＰｌｕｒａｃｏｌ（登録商標）１６０
３である。
【００４９】
　界面活性剤１は、Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから市販されているＴｅｇｏｓ
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ｔａｂ（登録商標）８４１８である。
【００５０】
　界面活性剤２は、Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから市販されているＴｅｇｏｓ
ｔａｂ（登録商標）Ｂ８７０７である。
【００５１】
　連鎖延長剤は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃか
ら市販されているＤＡＢＣＯ（登録商標）ＤＥＯＡ－ＬＦ－ジエタノールアミン／水（８
５／１５）である。
【００５２】
　復元モノール添加剤はベンジルアルコールである。
【００５３】
　触媒１は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃから市
販されているＤＡＢＣＯ（登録商標）３３ＬＶである。
【００５４】
　触媒２は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃから市
販されているＤＡＢＣＯ（登録商標）ＢＬ１１である。
【００５５】
　触媒３は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃから市
販されているＤＡＢＣＯ（登録商標）Ｔ－１２である。
【００５６】
　イソシアネート１は、ＢＡＳＦ社から市販されているＬｕｐｒａｎａｔｅ（登録商標）
２８０である。
【００５７】
　イソシアネート２は、ＢＡＳＦ社から市販されているＬｕｐｒａｎａｔｅ（登録商標）
Ｔ－８０　ＴＤＩである。
【００５８】
　フォーム１～５の形成において使用されたポリウレタンゲルは、以下の成分を使用して
形成され、ここで、全ての値は質量部である。
【００５９】
【表２】

【００６０】
　着色剤は、Ｍｉｌｌｉｋｅｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから市販されているＲｅａｃｔｉｎｔ
　Ｂｌｕｅ　Ｘ８５１５である。
【００６１】
　Ｔ－９は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃから市
販されているＤＡＢＣＯ（登録商標）　Ｔ－９オクタン酸第一錫触媒である。
【００６２】
　ＧＢＬは、ＢＡＳＦ社から市販されているγ‐ブチロラクトンである。
【００６３】
　形成後、上述のフォームの様々な試料を評価して、標準的なＡＳＴＭ　Ｄ３５７４法を
使用して、物理的特性、疲労特性および可燃特性の範囲を、以下の表２に示されるとおり
測定する。
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【表３】

【００６５】
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【表４】

【００６６】
　上記のデータは、この発明のポリウレタンゲルが、他の受け容れ可能な軟質フォーム、
即ち比較用フォーム１および２の特性を劣化させないことを実証する。実際に、この発明
のフォームは、比較用フォームよりも改善された（即ち、より低い）圧縮永久ひずみを示
す。
【００６７】
　圧力マッピング：
　本発明のフォーム２、４および５および比較用フォーム１および２も、圧力マッピング
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技術を使用して評価し、本発明のフォームが、下向きに作用する様々な負荷に供された際
に圧点の存在を減少するかどうかを測定する。
【００６８】
　より具体的には、粘弾性記憶フォームの上部層は、高いレジリエンスのフォームの下部
層上に配置される。フォームの上部層と下部層との両方が、２’’×１８×２０’’の寸
法を有する。組み立て後、フォームの上部層および下部層がＳｗｉｃｋまたはＩｎｓｔｒ
ｏｎ　ＩＦＤ試験機内に設置され、且つ、２００、４００および６００ニュートンの様々
な負荷に供される。ＳｗｉｃｋまたはＩｎｓｔｒｏｎ　ＩＦＤ試験機は、人間の座ってい
る位置における形態を模倣した形状に構成された金属板を使用することによって、下向き
の力をフォーム上に印加する。圧力マップは、ＳｗｉｃｋまたはＩｎｓｔｒｏｎ　ＩＦＤ
試験機から生成され、且つ、図２に示されるとおりに符号化され、ここで、約０から約５
．１～５．９の圧力が、ほとんどの消費者にとって快適である圧力である一方で、約５．
９を上回る圧力は、ほとんどの消費者が快適ではないと感じる圧力である。
【００６９】
　図２において左から右に向かって、上部層と下部層は以下の通りである：
　比較用フォーム２（下部）上に配置された比較用フォーム１（上部）
　本発明のフォーム４（下部）上に配置された比較用フォーム１（上部）
　比較用フォーム２（下部）上に配置された本発明のフォーム２（上部）
　本発明のフォーム４（下部）上に配置された本発明のフォーム２（上部）、および
　本発明のフォーム５（下部）上に配置された本発明のフォーム２（上部）。
【００７０】
　上述のフォームの試験を介して生成された圧力マップは、一般に、圧力マップにおいて
生成された式および特定のデータを使用して決定された圧点の存在および強度において、
５～２５％の圧力減少を示す。
【００７１】
　時間の関数としての温度上昇の評価：
　フォームの追加的な試料も生成し、且つ、評価して時間の関数としての温度上昇を測定
した。これらの評価は、接触した際に冷たいままであるフォームの能力を模倣するために
設計されている。いかなる特定の理論にも縛られることを意図するものではないが、熱を
逃がす、および／または温度の上昇のために（他のフォームと比較して）より長い時間を
必要とするフォームは、触るとより冷たく感じられると考えられる。フォームの３つの試
料を評価して、時間の関数としての温度上昇を測定する。フォーム２の試料を評価して、
且つ、比較用フォーム１の試料（ポリウレタンゲルを有さない）および比較用フォーム３
の試料と比較する。比較用フォーム３は、フォーム２を形成するために使用されたポリウ
レタンゲルの試料を比較用フォーム１の試料中に埋め込むことによって形成される。より
特定には、比較用フォーム３を形成するために、比較用フォーム１の追加的な試料の上部
の部分を切り抜き、且つ、フォーム２を形成するために使用されたポリウレタンゲルの試
料で充填する。従って、比較用フォーム３は、比較用フォーム１と同様であるが、この発
明のポリウレタンゲルの１つの実施態様の埋め込みについてのものである。形成後、それ
ぞれの試料を熱に供する、および／または体温（３７℃）より上げる。その際、試料自体
の温度を、その試料が熱に曝される間の時間にわたって測定し、且つ、その結果を図４に
プロットする。図４の結果は、この発明のフォーム２が比較用フォーム１よりも優れてい
ることを示唆し、なぜなら、フォーム２については経時的な温度上昇があまり激しくない
からである。この結果は、フォーム２が、特に時間の経過と共に比較用フォーム３と同様
に機能することも示唆する。しかしながら、上述のとおり、この発明のフォーム（例えば
フォーム２）は典型的には、比較用フォーム（例えば比較用フォーム１および３）よりも
時間的および費用的により効率的な方式で形成される。
【００７２】
　１つまたはそれより多くの上述の値は、変化が本発明の範疇である限り、±５％、±１
０％、±１５％、±２０％、±２５％、±３０％等だけ変化することがあると理解される
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組成物または方法に限定されず、それらは添付の請求項の範疇に入る特定の実施態様の間
で変化できることも理解されるべきである。特定の特徴または様々な実施態様の側面を記
載するために本願内で基づかれている全てのマーカッシュの群に関して、全ての他のマー
カッシュの要素から独立して、それぞれのマーカッシュの群の各々の要素から、異なる、
特別な、および／または予想されない結果が得られることが理解されるべきである。マー
カッシュの群の各々の要素に、個々に、または組み合わせて基づくことができ、且つ、前
記各々の要素は、添付の請求項の範疇での特定の実施態様のための充分なサポートを提供
する。
【００７３】
　本発明の様々な実施態様の記載において独立して且つ一括して基づかれる全ての範囲お
よび部分範囲は、添付の請求項の範疇に入り、且つ、その全ておよび／または部分的な値
を含む全ての範囲を記載および意図すると（たとえそのような値が本願内に明らかに記載
されていなくても）理解されるべきである。当業者は、挙げられた範囲および部分範囲が
、本発明の様々な実施態様を充分に記載し且つ可能にし、且つ、かかる範囲および部分範
囲を、関連する半分、１／３、１／４、１／５などへとさらに詳述できることをすぐに理
解する。単なる１つの例として、「０．１～０．９の」範囲とは、小さい方の１／３、即
ち、０．１～０．３、中央の１／３、即ち、０．４～０．６、および大きい方の１／３、
即ち、０．７～０．９へとさらに詳述でき、それらは個々に且つ一括して、添付の請求項
の範疇であり、且つ、個々におよび／または一括してそれらに基づくことができ、且つそ
れらは添付の請求項の範疇の特定の実施態様のための適切なサポートを提供する。さらに
、範囲を定義または変更する用語、例えば、「少なくとも」、「～よりも大きい」、「未
満」、「以下」、およびその種のものに関して、かかる用語が部分範囲および／または上
限または下限を含むことが理解されるべきである。他の例として、「少なくとも１０」の
範囲は、固有に、少なくとも１０～３５の部分範囲、少なくとも１０～２５の部分範囲、
２５～３５の部分範囲などを含み、且つ、各々の部分範囲に、個々に且つ／または一括し
て基づくことができ、且つ、前記部分範囲は添付の請求項の範疇の特定の実施態様のため
の適切なサポートを提供する。最終的に、開示される範囲内の個々の数値は、添付の特許
請求の範囲に基づくことができ、且つ、添付の特許請求の範囲内の特定の実施態様のため
の充分なサポートを提供することができる。例えば、「１～９」の範囲は、様々な個々の
整数、例えば３、並びに小数点（または分数）を含む個々の数字、例えば４．１を含み、
それらに基づくことができ、且つそれらは添付の請求項の範疇の特定の実施態様のための
適切なサポートを提供することができる。
【００７４】
　独立請求項、および単独と多重従属との両方の従属請求項の全ての組み合わせの内容は
、本願において明示的に考えられているが、簡潔にするために詳細には記載されていない
。本発明は例示的に記載されており、且つ使用される用語は限定というよりはむしろ説明
の類の単語を意図していると理解されるべきである。前記の教示を踏まえて、本発明の多
くの改変または変更が可能であり、且つ本発明を特に記載されたものとは異なって行うこ
とができる。
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